＜政策ニュースレター第255号＞ 

　当面の経済運営および予算編成などで田村厚生労働大臣に要請  

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、通知いたします。

連合は1月28日、田村厚生労働大臣に対し、当面の経済運営および予算編成などに関する要請を行った。冒頭、南雲事務局長より6本36項目にわたる要請書を田村厚生労働大臣に手渡し、予算編成や税制改正などへ反映するよう求めた。

　田村厚生労働大臣からの主なコメントは、以下のとおり。

【要請書　３．（４）】

　雇用保険の国庫負担の本則4分の1復帰、求職者支援制度の全額一般財源化、若年者雇用対策の充実など、働く者のセーフティネットと雇用対策の充実に関する安定財源を確保する。

【大臣】

○　本則は4分の1だが、今は財源の調整がつかない中で国庫負担率は本則の55%、すなわち13.75%しかなく、まず財源のメドをつけなければならない。本則なので主張はしていくが、消費税引き上げ分の中には当初からこの財源は含まれておらず、財務省と調整しても厳しいのではないかとの感覚である。

【要請書　４．（１）】

　生活保護基準は現行の水準を尊重すること。また、生活保護の不正受給防止については、①医療機関へのチェックを厳しくすること、②被保護者の医療費自己負担の導入と後発医薬品の使用義務化は行わないこと、③扶養義務と資産・収入調査の徹底は慎重に取り扱うこと。

【大臣】

○　不正受給のチェックは厳しくしていく。後発品の義務化はしないが、原則として使用するよう協力を求める。一般の人に対する後発品使用促進の取り組みが進んでおり、使用割合は30%に届きそうな状況である。使用を誘導していくのは当然であるが、医師には処方権があるので、一般名で処方箋が書かれていた場合は後発品の使用をお願いする。また、後発品の有効成分を情報提供するなど、使用促進につながる健康指導を行う。

○　自己負担の導入で、本当に体の悪い人が受診抑制をしてさらに悪化を招くようなことがあってはならない。

○　生活保護水準については、物価が下がった年でも生活保護基準を下げてこなかったため、その分がたまっている。同じような生活水準で生活保護を受けずに働き収入を得ている人との公平性の議論もある。年金で物価スライド特例の解消を行うのと同様、忍びないが今回は実施せざるを得ない。これについて昨日（1月27日）、財務大臣と合意した。

○　子どもが多い世帯には学習支援などが必要であり、行うべき対策はしっかり実施しなければならない。また、ケースワーカーの相談事業を通じて、何が原因で生活に困っているのか、きめ細やかな個別対応を行っていきたい。

○　生活保護基準が住民税非課税の基準として設定されており、その非課税基準が減免や支給の基準額となっている制度がいくつかあるが、中には生活保護との関連がよくわからないものがある。生活保護の基準が下がると増税になってしまうことにならないよう、自民党税調とも良く話したい。就学援助についても、生活保護を基準として用いることが適当なのか、文部科学省としっかり話し合いたい。

○　困窮者対策は何としてもやらなければならない。（公約で掲げた）8,000億円の削減は保護を切ってではなく、生活保護から脱却して自立してもらうことで達成する。その前提は景気回復と就労支援であり、それをしっかり行っていく。

【要請書　４．（３）】

　被用者保険間の報酬格差が拡大していることを踏まえ、協会けんぽに対する国庫補助を13％としている健保法附則を廃止し、本則上限の20％とすること。

【大臣】

○　法律本則下限の16.4%と総報酬割（3分の1）を2014年までの2年間延長することを健保組合にお願いしており、これが実現すれば2014年までの2年間は平均保険料率を引き上げないで済む。それ以降はまた大変になるが、全体の枠組みを含め、社会保障制度改革国民会議での議論を参考にしていきたい。医療保険制度の持続可能性確保のためには、保険料率の上昇を抑制しなければならない。標準報酬が下がると保険料率を引き上げるしかない。だから、まず景気を回復させて企業が賃金を引き上げなければならないと考えている。企業の景気が良くなるのが前提だが、ベアをめざしていく社会にしていかなければならない。今は企業も難しい状況であり、将来の収益見通しができる経済環境にするのが内閣の仕事だと思っている。
以上

